
 

PFASによる土壌・地下水汚染の国内事例紹介 
 

○岡田雄臣 1・篠原真希 1・稲毛孝章 1・大塚希美子 1・長谷川甫 1 

PFOS 等およびその前駆体を対象にした土壌・地下水汚染の挙動評価に関する検討部会 
1土壌環境センター 

 

1. はじめに  

近年、ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）、ペルフルオロオクタン酸（PFOA）およびペルフルオロ

ヘキサンスルホン酸（PFHxS）等の有機フッ素化合物（PFAS）は国内外で規制が強化されつつある。環境省や

都道府県等が実施した調査 1)によれば、国内でも河川や地下水等から公共用水域及び地下水に係る PFOS 及び

PFOA の指針値（暫定）（以降、暫定指針値という）50 ng/L を超過する PFOS や PFOA が確認されており、報

道等も多数なされるなど世間の関心が高まっている。 

一般社団法人土壌環境センターではこれまで、PFAS の物質特性や土壌・地下水汚染事例に関する情報を公

開資料や文献等から入手し、PFAS の環境中における現象把握に必要な情報として取りまとめてきた。また、

令和 6 年度から活動している「PFOS 等およびその前駆体を対象にした土壌・地下水汚染の挙動評価に関する

検討部会（令和 6 年度～令和 7 年度）」では、土壌・地下水中における PFAS 汚染拡散の実態を把握し、国内

の PFAS 土壌・地下水汚染に適用可能な調査・対策手法を検討するべく、国内外の汚染拡散の実態や土壌・地

下水汚染の調査・対策実施状況等について文献等調査を進めている。 

本報では、国内の PFAS による土壌・地下水汚染の文献調査結果を、PFAS 汚染発見の契機、土壌・地下水調

査結果や対策状況を中心としてサイト毎に整理した結果を報告する。 

 

2. 調査方法  

PFAS 土壌・地下水汚染の挙動評価を行うための基礎資料を収集するために、国内外における汚染拡散の実

態や土壌・地下水汚染の調査・対策実施状況等について文献等調査を行った。国内事例については自治体や公

的機関が公表している事例を中心に調査を行った。実際に使用した情報については 3 章の各節で説明する。 

 

3. 国内事例の紹介  

3.1 岡山県の事例  

3.1.1 汚染発見契機 2),3) 

河平ダムを取水場所とする円城浄水場の給水栓水から PFOS・PFOA の暫定水質管理目標値（50 ng/L）（以

下、「暫定目標値」）を超える 1,400 ng/L（PFOS・PFOA の合算値）が検出され、令和 5 年 10 月 13 日、岡山

県から吉備中央町へ緊急対応の必要性が指摘された。その後、同浄水場では令和 2 年、令和 3 年も暫定目標値

を上回っていることが判明した。令和 5 年 10 月 14 日の円城浄水場河平取水ポンプ場での水質調査でも 1,200 

ng/L（合算値）が検出された。 

上記を受け、岡山県が河平ダムの上流及び下流の河川水の水質調査を行った（図 1 平面図参照）。河平ダム

とその上流における PFOA の最高濃度は、河平ダムから 2 km 程度上流の西側沢の奥吉備街道南側に達する地

点(F1)で、令和 6 年 8 月までの調査で 54,000～72,000 ng/L が検出された。また、F1 に近接する西側沢の支川

E2 地点では 25～85 ng/L が検出された。これらの地点からの流入水が流れる沢及び河平ダムでは 960～14,000 

ng/L が検出された。これ以外での地点は<5 ng/L～17 ng/L であった。河平ダムの下流では、山王橋で 320～560 

ng/L が検出され、宇甘川合流後の 2 地点は 50 ng/L を下回った。さらに地下水の水質調査では、山王橋付近で

340～410 ng/L が検出されたが、宇甘川合流後の大下橋下流では<5～5.1 ng/L であった。なお、PFOS は、全地

点で定量下限値未満（<2.5 ng/L）であった。 
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3.1.2 汚染源特定 2) 

1) 資材置場の使用済活性炭調査 

最高濃度が検出された西側沢 F1 の近傍、奥吉備街道を挟んだ北側にある資材置場に、再生処理を目的とす

る使用済活性炭(フレコンバック約 580 袋分)が置かれていた。令和 5 年 10～11 月に県が 30 試料を採取し、

「土壌中の PFOS、PFOA 及び PFHxS に係る暫定測定方法(溶出量試験)」に準拠した溶出量試験を行ったとこ

ろ、0.4 ng/L 未満が 8 試料、0.4 ng/L 以上 10 ng/L 未満が 11 試料、10 ng/L 以上 100 ng/L 未満が 2 試料、100 ng/L

以上 1,000 ng/L 未満が 8 試料、1,000 ng/L 以上が 1 試料(試料 No.27)だった。10 ng/L 以上 1,000 ng/L 未満の 10

試料の全てから PFOA(9.2～928 ng/L)が検出され、9 試料からは PFOS(9.3～196 ng/L)も検出された。濃度が最大

であった試料 No.27 は PFOA が 4,550,000 ng/L、PFOS が 0.2 ng/L 未満であった。 

 

2) 土壌・地下水の調査 

資材置場内 9 箇所の表層土壌（表層 5 cm 試料）の溶出量は、62～750,000 ng/L であった。一方、資材置場周

辺では 15～47 ng/L であった。 

資材置場の土壌と西側沢で確認されている PFOS・PFOA の関連を確認するため、資材置場 1 箇所(MW1)及

び資材置場北側 1 箇所(MW2)で土壌及び地下水の調査が行われた。また、西側沢 F1 の湧出水の調査も行われ

た。土質、地下水位、PFOS・PFOA 濃度等の結果を図 1 に示す。 

資材置場(MW1)では、表層から GL-13.7 m までの土壌で 7.2～934,000 ng/L の PFOA（溶出）が確認され、地

下水中の PFOA は 52,400 ng/L であった。深度方向の土壌の濃度差について、吉備中央町原因究明委員会は「資

材置場が埋め立てられた土地であり、巨礫などを含む不均質な地質であることから、表層土壌からの浸透挙動

及び地下水面より上の土壌の保水状況の差等が関係しているものと考えられる」としている。一方、資材置場

より水位標高の高い MW2 の PFOA 濃度は低濃度であった（表層土壌 7.6 ng/L、地下水 1.0 ng/L）。 

 

図 1 資材置場（MW1）と資材置場北側（MW2）および 西側沢（F1）の土壌及び地下水調査結果 

（「吉備中央町原因究明委員会報告書」資料 2）を基に作成） 

 

3) 吉備中央町原因究明員会による汚染源の特定 

吉備中央町原因究明委員会は、使用済活性炭から溶出した主に PFOA が、表層土壌へ浸透し、表層土壌から

地下水へ混入していると考えられること、資材置場の地下水が西側沢へ流出していると考えられること、この

ほかに西側沢近辺に汚染源が存在しないと考えられることから、河平ダム等での公共用水域等の暫定指針値超

過の原因は、資材置場に置かれていた使用済活性炭と考えることが妥当と結論付けた。 

なお、これらの考察においては、水質試料や土壌試料の直鎖体・分岐異性体の解析や、ペルフルオロカルボ

ン酸(PFCAs)やペルフルオロスルホン酸(PFSAs)の構成割合の解析も実施され、根拠の一助とされた。 
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3.1.3 対策方法の検討 2),4) 

吉備中央町原因究明委員会では、高濃度が確認された資材置場の土壌、資材置場から西側沢 F1 までの地下

水、西側沢 F1 以降の表流水についての対策方法が検討された。表流水については、降雨時に処理水量が相当量

になるため非効率であること、地下水については、資材置場から西側沢 F1 方向へ複数の流れが存在している

と推測されること、MW1 の地下水以外に高濃度の地下水が存在する可能性があることから、「効果的な対策の

ためには、より高濃度の地下水の存在位置を確実に把握する必要がある」とされた。最終的に、「資材置場内

の高濃度土壌を掘削除去し、清浄土壌で埋め戻した後、コンクリート等により被覆するとともに、施工後、継

続モニタリングにより、濃度の推移を確認する。」とされている。 

使用済活性炭は令和 5 年 11 月に撤去済みであるが、令和 6 年 10 月の継続モニタリングでも、山王橋より上

流の 3 箇所で 420～5,200 ng/L の PFOA が検出されている 4)。 

 

3.2 岐阜県の事例  

3.2.1 汚染発見契機 5) 

岐阜県各務原市における PFOS・PFOA 汚染は、水道水源である地下水の水質検査によって判明した。令和 2

年 11 月に市内の主要な水道水の原水集合の PFOS・PFOA 濃度を分析した結果、三井水源地において合算値で

99 ng/L が検出され、暫定目標値の超過が確認された（図 2 参照）。これを受けて、令和 3 年 5 月に当該原水集

合の元となる取水井 13 箇所の地下水を個別に分析した結果、7 箇所で暫定目標値の超過が確認され、最大濃度

は合算値で 550 ng/L であった。 

 

3.2.2 地下水等の水質調査結果 

三井水源地の取水井で暫定目標値の超過が確認されたことを受けて、岐阜県と各務原市は、令和 5 年 8 月か

ら令和 6 年 5 月にかけて環境省「PFOS 及び PFOA に関する対応の手引き」6)に基づき、地下水、河川、水路の

水質調査を行った。また、県と市は合同で「PFOS／PFOA に関する専門家会議」7)を 2 回（令和 6 年 1 月、令

和 6 年 7 月）開催し、専門家の助言を受けながら当該調査は進められた。 

図 2 に三井水源地周辺における地下水等の水質調査結果を示す 7)。81 箇所の井戸で地下水を調査した結果、

20 箇所の井戸で暫定目標値の超過が確認され、最大濃度は PFOS・PFOA の合算値で 450 ng/L であった。河川

については 3 箇所で調査し、合算値で 8.5～11 ng/L であった。水路については 13 箇所で調査し、1 箇所で暫定

目標値の超過が確認され、その濃度は 66 ng/L であった。なお、基地内井戸のうち 2 箇所で暫定目標値以下、1

箇所で令和 5 年 3 月に 86 ng/L、同年 10 月に 55 ng/L であったことが報告されているが、これら井戸の位置は

公開されていない 7)。 

 図 2 に示した地域は各務原台地に位置する。代表的な地盤構成として、地表は黒ボク土やローム等が覆い、

その下部には順に各務原層群、濃尾第二礫層、東海層群、美濃帯堆積岩類が堆積し、濃尾第二礫層が帯水層と

されている 8)。 

 

図 2 三井水源地周辺の地下水等の水質調査結果（「PFOS／PFOAに関する専門家会議」資料 7)を基に作成） 
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3.2.3 水質汚染への対応 

令和 3 年 5 月に三井水源地の取水井にて PFOS・PFOA 濃度の暫定目標値の超過が確認された後、応急措置

として最も高濃度であった取水井の使用を停止し、さらに令和 4 年 4 月と令和 5 年 8 月には追加で計 4 箇所の

取水井の使用を停止した 5)。その後、配水される浄水中の濃度低減対策として、令和 5 年 10 月には三井水源地

に活性炭による浄化システムを設置し、原水集合と浄水の PFOS・PFOA 濃度を定期的にモニタリングしなが

ら、当該物質の吸着除去効果が維持できるように活性炭の入替えを行うこととしている 9)。なお、昨今の規制

状況を踏まえ、PFHxS 濃度のモニタリングも行っている。 

 今後は、発生源の絞込みや浄化対策等の検討を見据え、まずは地下水挙動を把握することが重要であるとし、

市内広域の地下水流向・流速の解析結果に基づいて暫定指針値を超過した井戸を 4 つのエリアに分け、各エリ

ア内で井戸情報（深さ、ストレーナー位置）が判明している井戸を中心に 43 箇所を選定し、年 2 回のモニタリ

ングを継続することとしている 7)。また、河川、水路については全ての地点で年 2 回のモニタリングを継続す

ることとしている。 

 

3.3 静岡県の事例 10)  

3.3.1 汚染発見契機 

 静岡市では国内における河川や地下水の PFAS が検出されている背景から、過去に PFAS が使用されていた

事業所を特定するために、PRTR の報告義務が課せられた 2010 年以前に PFAS を使用した可能性がある大規模

事業場対象に 2023 年 9 月より使用実績について聴取を始めた。結果、市内のふっ素樹脂製造工場にて、2013

年以前は使用していたが、2013 年 12 月に使用を停止したという回答があったことから、市内の河川及び当該

工場の付近の地下水、水路中の水の PFOS 及び PFOA の水質検査を実施した。 

 

3.3.2 水質調査結果 

上記回答を受け、静岡市は 2013 年 10 月に市内 5

河川及び当該工場の周辺水路 1 地点の計 6 箇所で

水質検査を行った。結果、当該工場の周辺水路の水

質で PFOA が 270 ng/L で検出されたため、工場の

敷地境界から半径 500 m 以内の井戸 5 箇所の地下

水中の PFAS 調査を同年同月に実施し、計 4 箇所の

地下水から PFAS が 350～1,300 ng/L の範囲で検出

された。また、2023 年 11 月から範囲を広げて地下

水調査を実施し、A 地区の淡水井戸 8 箇所で 100～

730 ng/L、A 地区の先端エリアの塩化地下水井戸 4

箇所で 11～41 ng/L、民間井戸（事業所内）3 箇所

で 110～1,700 ng/L、B 地区淡水井戸 2 箇所で 170

～360 ng/L、C地区淡水井戸 3箇所で 150～210 ng/L

で検出された。地形等の関係から A 地区と B 地区・C 地区の淡水地下水は連続していないと推定されており、 

B 地区・C 地区の淡水地下水の PFAS 検出の原因は別の理由があるとしている 11)。 

 

3.3.3 当該工場における PFASの取扱い状況及び水質浄化対応 

当該工場において、PFAS のうち PFOA が使用されていた。水路中の水や地下水から PFOA の検出結果を受

け、当該工場においては、応急対策として地下水については揚水+活性炭による PFOA 除去（2023 年 12 月開

始）及び三保雨水ポンプ場（当該工場から北側へ概ね 50 m の位置）内への浄化設備の設置による PFOA 除去

（活性炭：2024 年 5 月及び 7 月に開始）を開始した。将来的には雨水幹線の浚渫、雨水浸透抑制対策（コンク

リート被覆）、遮水壁の設置を検討しているとのことである 12)。当該雨水幹線の浚渫（2023 年 12 月開始 2024

年 3 月終了）や補修工事は 2024 年 3 月をもって完了している。 

 

3.3.4 当該地域における地下水流動 

当該工場は静岡市の半島に存在する。半島は駿河湾西域に卓越する南西～北東方向の漂砂によって形成され

た半島であり、外洋側に高く、内湾側に低い地形を示す 3 つの砂嘴からなる複合砂嘴である。内湾側から第 1

砂嘴・第 2 砂嘴・第 3 砂嘴に区分されている。半島全域が砂礫によって構成されている 13)。 

図 3 静岡県汚染サイトにおける平面図および水質調査 

地区と結果（「市長記者説明資料」資料 10)を基に作成） 

：敷地境界

＜凡例＞

：湖沼／海域

：井戸(飲用含む)
を含む地区

：地下水流向

B地区
淡水井戸2か箇所PFAS：170～360ng/L

C地区
淡水井戸３箇所PFAS：150～210ng/L

A地区
工場敷地境界から500ｍ圏内淡水井戸8箇所 PFAS：100～730ng/L
先端エリア塩化地下水井戸4箇所 PFAS：11～41ng/L
民間井戸3箇所 PFAS:110～1,700ng/L

海域

0.5km

N
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半島の地下水の流れについて、静岡市の調査結果によると、

当該地区の淡水地下水は海水地下水の上にレンズ状に存在して

おり、地下水は連続していないと推察している（図 4）。また、

地下水流動解析も実施しており、半島の中央部にある山から海

域に向かって地下水は流れていると想定している。この結果よ

り当該工場の地下水は南側から北側に流れる傾向にあり、内陸

部への流れはないとしている。さらに、いくつかの淡水レンズ

が独立して形成されており、各々の淡水レンズ間の地下水の流

動はほとんどなく、PFAS が淡水地下水の動きによって隣の淡

水レンズに移動するという現象は生じないとしている 11)。 

 

3.4 大阪府の事例  

3.4.1 汚染発見契機等 

当該汚染サイトの工場では、過去に PFOA を取り扱っていたが、2012 年 10 月に PFOA の使用を全廃した 14)。

大阪府は 2007 年から、当該工場周辺の水路・地下水の PFOA 等に係る水質調査を断続的に実施し、ホームペ

ージで公開している 15)。この時から PFOA 濃度は暫定目標値を超過していた 15)。また、2020 年、環境省が公表

した有機フッ素化合物全国存在状況把握調査において、当該地域の PFOA 濃度が極めて高かったことが明らか

になった（5,500 ng/L）16)。 

 

3.4.2 水質調査結果 

上記のとおり、当該工場は 2007 年より地下水の調査が行われ、環境省による水質調査の公表後、2020 年よ

り、当該工場周辺の用水路および地下水について各 5 箇所ずつ水質調査が実施されている 14)。図 5 に当該工場

の平面図および水質調査地点とその結果を示す。図 5 中に記載した PFAS 濃度は、2025 年 2 月で公開されてい

る最新の情報である。すべての調査地点で PFOA は PFOS よりも濃度が高く、最も高い値を示したのは、地点

B の PFOA 濃度 30,000 ng/L であった。2007 年から 17 年間の地点 A の調査で、経時的に PFOA 濃度が減少して

いることが示され、2024 年度の調査では 1,600 ng/L まで減少している 16)。地下水流向が不明であることから、

PFOA の移動方向は不明である 14)。 

 

図 5 大阪府の汚染サイトにおける平面図および水質調査箇所と結果 

（「有機フッ素化合物（PFOA等）に係る水質調査結果」資料 14) を基に作成） 

 

3.4.3 当該工場における水質浄化対応 

2009 年以前に当該工場敷地において、地下水揚水により地下水位を下げ、周辺地域への更なる PFAS の拡散

防止が施された 14)。PFOA の経時的濃度低下は、地下水揚水による拡散防止による効果なのか、2012 年より国

内での PFOA 取り扱いを終了したためなのか、明確な理由は記載されていない。揚水した地下水は、活性炭お

よびイオン交換樹脂で PFAS を除去した後、下水道へ放流する対策を行った。2009 年には排水処理装置の新設・

高度化を図った。2015 年から地下水の揚水処理量を 3 万 t/年から 6 万 t/年に倍増させた。2023 年には遮水壁を

試験的に設置、性能を検証後、当該工場の敷地全周を対象とした遮水壁の設置に着手した 14)。 

図 4 半島における地下水イメージ 11) 

 

道路 
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4. まとめ  

本報では、PFOS、PFOA、PFHxS 等による土壌・地下水

汚染について、国内事例を収集・整理した結果を報告した。

具体的には、汚染源が特定されている岡山県の事例、基地

周辺の岐阜県の事例、工場周辺の静岡県および大阪府の事

例を対象にそれぞれの汚染状況及び原因、対策の状況等を

公開情報から収集整理した。それぞれの事例を図解ととも

に体系的にとりまとめ、事例ごとの特徴（汚染原因や地形・

地質）による汚染拡散状況や対策方法の違いを整理した。 

表 1 の通り地下水や水路の分析結果が公表されている

が、それら濃度が PFOS+PFOA の合算値である場合も多く、公開情報から詳細な個別の濃度の評価を行うこと

が困難な事例も多い。また、土壌分析が実施された事例は岡山県のみであり、土壌・地下水中の挙動を把握す

るための情報も少ないのが現状であるため、より詳細な情報が整理されている、本部会の海外事例調査結果と

も連携していくことが重要である。本部会では、引き続きこれらの国内事例の比較・分析を行い、国内におけ

る PFOS、PFOA、PFHxS 等による土壌・地下水汚染についての課題抽出や挙動評価を行う予定である。 
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場所 地形 汚染由来 濃度 対策 

岡山県 高原 使用済活性炭 地下水 最大 52,400ng/L(PFOA) 

湧水  最大 250,000ng/L(PFOA) 

土壌  最大 934,000ng/L(PFOA) 

地下水解析 

コンクリート被覆 

高濃度土壌の掘削除去 

岐阜県 台地 基地(推定) 地下水 最大 450 ng/L(PFOS+PFOA) 

河川水 最大 11ng/L(PFOS+PFOA) 

水路  最大 66ng/L(PFOS+PFOA) 

地下水解析 

配水の浄化 

静岡県 複合 

砂嘴 

工場 地下水 最大 1,700 ng/L(PFOS+PFOA) 

水路  最大 270 ng/L(PFOS+PFOA) 

地下水揚水 

地下水浄化 

雨水幹線浚渫(予定) 

雨水浸透抑制(予定) 

遮水壁設置(予定) 

大阪府 沖積 

低地 

工場 地下水 最大 30,000ng/L(PFOA) 

水路  最大 5,700ng/L(PFOA) 

地下水揚水 

地下水浄化 

遮水壁設置 

 

表 1 各事例の特徴 
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